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金融 ADR 法(保険業法)三段表 

 

（定義） 

第二条 

28 この法律において「指定紛争解決機関」とは、第三百八条の二第一項の規定による指定を受けた者をいう。 

29 この法律において「生命保険業務」とは、生命保険会社が第九十七条、第九十八条及び第九十九条の規定により行

う業務並びに他の法律により行う業務並びに当該生命保険会社のために生命保険募集人が行う保険募集をいう。 

30 この法律において「損害保険業務」とは、損害保険会社が第九十七条、第九十八条及び第九十九条の規定により行

う業務（自動車損害賠償保障法（昭和三十年法律第九十七号）第五条（責任保険又は責任共済の契約の締結強制）に

規定する責任保険に係る保険金等（同法第十六条の二（休業による損害等に係る保険金等の限度）に規定する保険金

等をいう。）の支払及び支払に係る手続に関する業務（第三十二項及び第三十四項において「自動車損害賠償責任保

険事業」という。）を除く。）並びに他の法律により行う業務並びに当該損害保険会社のために損害保険募集人が行う保

険募集をいう。 

31 この法律において「外国生命保険業務」とは、外国生命保険会社等が第百九十九条において準用する第九十七条、

第九十八条、第九十九条及び第百条の規定により行う業務並びに当該外国生命保険会社等のために生命保険募集

人が行う保険募集をいう。 

32 この法律において「外国損害保険業務」とは、外国損害保険会社等が第百九十九条において準用する第九十七条、

第九十八条、第九十九条及び第百条の規定により行う業務（自動車損害賠償責任保険事業を除く。）並びに当該外国

損害保険会社等のために損害保険募集人が行う保険募集をいう。 

33 この法律において「特定生命保険業務」とは、第二百十九条第四項の特定生命保険業免許を受けた同条第一項の

特定法人の同項の引受社員が第百九十九条において準用する第九十七条、第九十八条、第九十九条及び第百条の

規定により行う業務並びに当該引受社員のために生命保険募集人が行う保険募集をいう。 

34 この法律において「特定損害保険業務」とは、第二百十九条第五項の特定損害保険業免許を受けた同条第一項の

特定法人の同項の引受社員が第百九十九条において準用する第九十七条、第九十八条、第九十九条及び第百条の

規定により行う業務（自動車損害賠償責任保険事業を除く。）並びに当該引受社員のために損害保険募集人が行う保

険募集をいう。 

35 この法律において「少額短期保険業務」とは、少額短期保険業者が第二百七十二条の十一第一項の規定により行う

業務及び当該少額短期保険業者のために少額短期保険募集人が行う保険募集をいう。 

36 この法律において「保険仲立人保険募集」とは、保険仲立人が行う保険契約の締結の媒介をいう。 

37 この法律において「保険業務等」とは、生命保険業務、損害保険業務、外国生命保険業務、外国損害保険業務、特

定生命保険業務、特定損害保険業務、少額短期保険業務又は保険仲立人保険募集をいう。 

38 この法律において「苦情処理手続」とは、保険業務等関連苦情（保険業務等に関する苦情をいう。第三百八条の七、

第三百八条の八及び第三百八条の十二において同じ。）を処理する手続をいう。 

39この法律において「紛争解決手続」とは、保険業務等関連紛争（保険業務等に関する紛争で当事者が和解をすること

ができるものをいう。第三百八条の七、第三百八条の八及び第三百八条の十三から第三百八条の十五までにおいて

同じ。）について訴訟手続によらずに解決を図る手続をいう。 

40 この法律において「紛争解決等業務」とは、苦情処理手続及び紛争解決手続に係る業務並びにこれに付随する業務

をいう。 

41 この法律において「紛争解決等業務の種別」とは、紛争解決等業務に係る生命保険業務、損害保険業務、外国生命

保険業務、外国損害保険業務、特定生命保険業務、特定損害保険業務、少額短期保険業務及び保険仲立人保険募

集の種別をいう。 

42 この法律において「手続実施基本契約」とは、紛争解決等業務の実施に関し指定紛争解決機関と保険業関係業者

（保険会社、外国保険会社等、第二百二十三条第一項の免許特定法人、少額短期保険業者又は保険仲立人をいう。

以下同じ。）との間で締結される契約をいう。 

 

保険業法 施行令 施行規則 

第百五条の二 生命保険会社は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める措置を講じなけれ

ばならない。 

  一 指定生命保険業務紛争解決

機関（指定紛争解決機関であってそ

の紛争解決等業務の種別が生命保

険業務であるものをいう。以下この条

において同じ。）が存在する場合 一

 （保険業務等に関する苦情処理措置

及び紛争解決措置） 

第五十五条の二 法第百五条の二第

一項第二号（法第百九十九条におい

て準用する場合を含む。）に規定する

苦情処理措置として内閣府令で定め

る措置は、次の各号のいずれかとす

る。 

一 次に掲げるすべての措置を講じ
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の指定生命保険業務紛争解決機関

との間で生命保険業務に係る手続実

施基本契約を締結する措置 

  二 指定生命保険業務紛争解決

機関が存在しない場合 生命保険業

務に関する苦情処理措置（顧客（顧

客以外の保険契約者等を含む。以下

この号において同じ。）からの苦情の

処理の業務に従事する使用人その他

の従業者に対する助言若しくは指導

を第三百八条の十三第三項第三号

に掲げる者に行わせること又はこれ

に準ずるものとして内閣府令で定め

る措置をいう。次条、第二百七十二条

の十三の二及び第二百九十九条の

二において同じ。）及び紛争解決措置

（顧客との紛争の解決を認証紛争解

決手続（裁判外紛争解決手続の利用

の促進に関する法律（平成十六年法

律第百五十一号）第二条第三号（定

義）に規定する認証紛争解決手続を

いう。）により図ること又はこれに準ず

るものとして内閣府令で定める措置を

いう。次条、第二百七十二条の十三

の二及び第二百九十九条の二にお

いて同じ。） 

 ２ 生命保険会社は、前項の規定に

より手続実施基本契約を締結する措

置を講じた場合には、当該手続実施

基本契約の相手方である指定生命保

険業務紛争解決機関の商号又は名

称を公表しなければならない。 

 ３ 第一項の規定は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める期間においては、適用しない。 

  一 第一項第一号に掲げる場合に

該当していた場合において、同項第

二号に掲げる場合に該当することと

なったとき 第三百八条の二十三第

一項の規定による紛争解決等業務の

廃止の認可又は第三百八条の二十

四第一項の規定による指定の取消し

の時に、同号に定める措置を講ずる

ために必要な期間として内閣総理大

臣が定める期間 

  二 第一項第一号に掲げる場合に

該当していた場合において、同号の

一の指定生命保険業務紛争解決機

関の紛争解決等業務の廃止が第三

百八条の二十三第一項の規定により

認可されたとき、又は同号の一の指

定生命保険業務紛争解決機関の第

三百八条の二第一項の規定による指

定が第三百八条の二十四第一項の

規定により取り消されたとき（前号に

掲げる場合を除く。） その認可又は

ること。 

イ 保険業務等関連苦情（法第二条

第三十八項に規定する保険業務等

関連苦情をいう。以下この項及び第

三項において同じ。）の処理に関する

業務を公正かつ的確に遂行するに足

りる業務運営体制を整備すること。 

ロ 保険業務等関連苦情の処理に関

する業務を公正かつ的確に遂行する

ための規則（当該業務に関する保険

業関係業者（法第二条第四十二項に

規定する保険業関係業者をいう。第

四号及び第三項において同じ。）内に

おける責任分担を明確化する規定を

含むものに限る。）を整備すること。 

ハ 保険業務等関連苦情の申出先を

顧客（法第百五条の二第一項第二号

に規定する顧客をいう。）に周知し、

並びにイの業務運営体制及びロの規

則を公表すること。 

二 金融商品取引法第七十七条第一

項（同法第七十八条の六（投資者か

らの苦情に対する対応等）及び第七

十九条の十二（認定団体による苦情

の処理）において準用する場合を含

む。）（投資者からの苦情に対する対

応等）の規定により金融商品取引業

協会（同法第二条第十三項（定義）に

規定する認可金融商品取引業協会

又は同法第七十八条第二項（認定金

融商品取引業協会の認定）に規定す

る認定金融商品取引業協会をいう。

次項第一号において同じ。）又は認定

投資者保護団体（同法第七十九条の

十第一項（業務廃止の届出）に規定

する認定投資者保護団体をいう。次

項第一号において同じ。）が行う苦情

の解決により保険業務等関連苦情の

処理を図ること。 

三 消費者基本法（昭和四十三年法

律第七十八号）第十九条第一項（苦

情処理及び紛争解決の促進）又は第

二十五条（国民生活センターの役割）

に規定するあっせんにより保険業務

等関連苦情の処理を図ること。 

四 法第三百八条の二第一項に規定

する指定（その紛争解決等業務の種

別が当該保険業関係業者が行う保険

業務等以外の保険業務等であるもの

に限る。次項第四号において同じ。）

又は令第四十四条の七各号に掲げ

る指定を受けた者が実施する苦情を

処理する手続により保険業務等関連

苦情の処理を図ること。 

五 保険業務等関連苦情の処理に関

する業務を公正かつ的確に遂行する
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取消しの時に、第一項第一号に定め

る措置を講ずるために必要な期間と

して内閣総理大臣が定める期間 

  三 第一項第二号に掲げる場合に

該当していた場合において、同項第

一号に掲げる場合に該当することと

なったとき 第三百八条の二第一項

の規定による指定の時に、同号に定

める措置を講ずるために必要な期間

として内閣総理大臣が定める期間 

に足りる経理的基礎及び人的構成を

有する法人（法第三百八条の二第一

項第一号に規定する法人をいう。次

項第五号において同じ。）が実施する

苦情を処理する手続により保険業務

等関連苦情の処理を図ること。 

２ 法第百五条の二第一項第二号（法

第百九十九条において準用する場合

を含む。）に規定する紛争解決措置と

して内閣府令で定める措置は、次の

各号のいずれかとする。 

一 金融商品取引業協会又は認定投

資者保護団体のあっせん（金融商品

取引法第七十七条の二第一項（同法

第七十八条の七（認定協会によるあ

つせん）及び第七十九条の十三（認

定団体によるあつせん）において準

用する場合を含む。）（認可協会によ

るあつせん）に規定するあっせんをい

う。）により保険業務等関連紛争（法

第二条第三十九項に規定する保険

業務等関連紛争をいう。以下この条

において同じ。）の解決を図ること。 

二 弁護士法（昭和二十四年法律第

二百五号）第三十三条第一項（会則）

に規定する会則若しくは当該会則の

規定により定められた規則に規定す

る機関におけるあっせん又は当該機

関における仲裁手続により保険業務

等関連紛争の解決を図ること。 

三 消費者基本法第十九条第一項若

しくは第二十五条に規定するあっせ

ん又は同条に規定する合意による解

決により保険業務等関連紛争の解決

を図ること。 

四 法第三百八条の二第一項に規定

する指定又は令第四十四条の七各

号に掲げる指定を受けた者が実施す

る紛争の解決を図る手続により保険

業務等関連紛争の解決を図ること。 

五 保険業務等関連紛争の解決に関

する業務を公正かつ的確に遂行する

に足りる経理的基礎及び人的構成を

有する法人が実施する紛争の解決を

図る手続により保険業務等関連紛争

の解決を図ること。 

３ 前二項（第一項第五号及び前項第

五号に限る。）の規定にかかわらず、

保険業関係業者は、次の各号のいず

れかに該当する法人が実施する手続

により保険業務等関連苦情の処理又

は保険業務等関連紛争の解決を図っ

てはならない。 

一 法又は弁護士法の規定により罰

金の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなっ
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た日から五年を経過しない法人 

二 法第三百八条の二十四第一項の

規定により法第三百八条の二第一項

の規定による指定を取り消され、その

取消しの日から五年を経過しない法

人又は令第四十四条の七各号に掲

げる指定を取り消され、その取消しの

日から五年を経過しない法人 

三 その業務を行う役員（役員が法人

であるときは、その職務を行うべき者

を含む。以下この号において同じ。）

のうちに、次のいずれかに該当する

者がある法人 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、又は

法若しくは弁護士法の規定にこ 

より刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなっ

た日から五年を経過しない者 

ロ 法第三百八条の二十四第一項の

規定により法第三百八条の二第一項

の規定による指定を取り消された法

人において、その取消しの日前一月

以内にその法人の役員であった者で

その取消しの日から五年を経過しな

い者又は令第四十四条の七各号に

掲げる指定を取り消された法人にお

いて、その取消しの日前一月以内に

その法人の役員であった者でその取

消しの日から五年を経過しない者 

（指定損害保険業務紛争解決機関と

の契約締結義務等） 

第百五条の三 損害保険会社は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める措置を講じなけれ

ばならない。 

一 指定損害保険業務紛争解決機関

（指定紛争解決機関であってその紛

争解決等業務の種別が損害保険業

務であるものをいう。以下この条にお

いて同じ。）が存在する場合 一の指

定損害保険業務紛争解決機関との

間で損害保険業務に係る手続実施基

本契約を締結する措置 

二 指定損害保険業務紛争解決機関

が存在しない場合 損害保険業務に

関する苦情処理措置及び紛争解決

措置 

２ 損害保険会社は、前項の規定に

より手続実施基本契約を締結する措

置を講じた場合には、当該手続実施

基本契約の相手方である指定損害保

険業務紛争解決機関の商号又は名

称を公表しなければならない。 

３ 第一項の規定は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める期間においては、適用しない。 
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一 第一項第一号に掲げる場合に該

当していた場合において、同項第二

号に掲げる場合に該当することとなっ

たとき 第三百八条の二十三第一項

の規定による紛争解決等業務の廃止

の認可又は第三百八条の二十四第

一項の規定による指定の取消しの時

に、同号に定める措置を講ずるため

に必要な期間として内閣総理大臣が

定める期間 

二 第一項第一号に掲げる場合に該

当していた場合において、同号の一

の指定損害保険業務紛争解決機関

の紛争解決等業務の廃止が第三百

八条の二十三第一項の規定により認

可されたとき、又は同号の一の指定

損害保険業務紛争解決機関の第三

百八条の二第一項の規定による指定

が第三百八条の二十四第一項の規

定により取り消されたとき（前号に掲

げる場合を除く。） その認可又は取

消しの時に、第一項第一号に定める

措置を講ずるために必要な期間とし

て内閣総理大臣が定める期間 

三 第一項第二号に掲げる場合に該

当していた場合において、同項第一

号に掲げる場合に該当することとなっ

たとき 第三百八条の二第一項の規

定による指定の時に、同号に定める

措置を講ずるために必要な期間とし

て内閣総理大臣が定める期間 

 

（指定保険仲立人保険募集紛争解決

機関との契約締結義務等） 

 第二百九十九条の二 保険仲立人

は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める措置を講じ

なければならない。 

一 指定保険仲立人保険募集紛争解

決機関（指定紛争解決機関であって

その紛争解決等業務の種別が保険

仲立人保険募集であるものをいう。以

下この条において同じ。）が存在する

場合 一の指定保険仲立人保険募集

紛争解決機関との間で保険仲立人保

険募集に係る手続実施基本契約を締

結する措置 

二 指定保険仲立人保険募集紛争解

決機関が存在しない場合 保険仲立

人保険募集に関する苦情処理措置

及び紛争解決措置 

２ 保険仲立人は、前項の規定により

手続実施基本契約を締結する措置を

講じた場合には、当該手続実施基本

契約の相手方である指定保険仲立人

保険募集紛争解決機関の商号又は
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名称を公表しなければならない。 

３ 第一項の規定は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める期間においては、適用しない。 

一 第一項第一号に掲げる場合に該

当していた場合において、同項第二

号に掲げる場合に該当することとなっ

たとき 第三百八条の二十三第一項

の規定による紛争解決等業務の廃止

の認可又は第三百八条の二十四第

一項の規定による指定の取消しの時

に、同号に定める措置を講ずるため

に必要な期間として内閣総理大臣が

定める期間 

二 第一項第一号に掲げる場合に該

当していた場合において、同号の一

の指定保険仲立人保険募集紛争解

決機関の紛争解決等業務の廃止が

第三百八条の二十三第一項の規定

により認可されたとき、又は同号の一

の指定保険仲立人保険募集紛争解

決機関の第三百八条の二第一項の

規定による指定が第三百八条の二十

四第一項の規定により取り消された

とき（前号に掲げる場合を除く。） そ

の認可又は取消しの時に、第一項第

一号に定める措置を講ずるために必

要な期間として内閣総理大臣が定め

る期間 

三 第一項第二号に掲げる場合に該

当していた場合において、同項第一

号に掲げる場合に該当することとなっ

たとき 第三百八条の二第一項の規

定による指定の時に、同号に定める

措置を講ずるために必要な期間とし

て内閣総理大臣が定める期間 

（業務及び財産の状況に関する説明

書類の縦覧等）  

第百十一条  保険会社は、事業年

度ごとに、業務及び財産の状況に関

する事項として内閣府令で定めるも

のを記載した説明書類を作成し、本

店又は主たる事務所及び支店又は

従たる事務所その他これらに準ずる

場所として内閣府令で定める場所に

備え置き、公衆の縦覧に供しなけれ

ばならない。 

（業務及び財産の状況に関する説明

書類に記載する事項等） 

第五十九条の二 法第百十一条第一

項に規定する内閣府令で定めるもの

は、次に掲げる事項とする。 

 

四 保険会社の運営に関する次に掲

げる事項 

ニ 生命保険会社にあっては、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める事項 

(1) 指定生命保険業務紛争解決機

関（法第百五条の二第一項第一号に

規定する指定生命保険業務紛争解

決機関をいう。ニにおいて同じ。）が

存在する場合当該生命保険会社が

同号に定める生命保険業務に係る手

続実施基本契約を締結する措置を講

ずる当該手続実施基本契約の相手

方である指定生命保険業務紛争解決
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機関の商号又は名称 

(2) 指定生命保険業務紛争解決機

関が存在しない場合当該生命保険会

社の法第百五条の二第一項第二号

に定める生命保険業務に関する苦情

処理措置及び紛争解決措置の内容 

ホ 損害保険会社にあっては、次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める事項 

(1) 指定損害保険業務紛争解決機

関（法第百五条の三第一項第一号に

規定する指定損害保険業務紛争解

決機関をいう。ホにおいて同じ。）が

存在する場合当該損害保険会社が

同号に定める損害保険業務に係る手

続実施基本契約を締結する措置を講

ずる当該手続実施基本契約の相手

方である指定損害保険業務紛争解決

機関の商号又は名称 

(2) 指定損害保険業務紛争解決機

関が存在しない場合当該損害保険会

社の法第百五条の三第一項第二号

に定める損害保険業務に関する苦情

処理措置及び紛争解決措置の内容 

第四編 指定紛争解決機関 

    第一章 通則 

  （紛争解決等業務を行う者の指

定） 

 第三百八条の二 内閣総理大臣

は、次に掲げる要件を備える者を、そ

の申請により、紛争解決等業務を行

う者として、指定することができる。 

  一 法人（人格のない社団又は財

団で代表者又は管理人の定めのある

ものを含み、外国の法令に準拠して

設立された法人その他の外国の団体

を除く。第四号ニにおいて同じ。）であ

ること。 

  二 第三百八条の二十四第一項

の規定によりこの項の規定による指

定を取り消され、その取消しの日から

五年を経過しない者又は他の法律の

規定による指定であって紛争解決等

業務に相当する業務に係るものとし

て政令で定めるものを取り消され、そ

の取消しの日から五年を経過しない

者でないこと。 

  三 この法律若しくは弁護士法（昭

和二十四年法律第二百五号）又はこ

れらに相当する外国の法令の規定に

違反し、罰金の刑（これに相当する外

国の法令による刑を含む。）に処せら

れ、その刑の執行を終わり、又はそ

の刑の執行を受けることがなくなった

日から五年を経過しない者でないこ

と。 

 

 

（紛争解決等業務に相当する業務に

係る他の法律の規定による指定） 

第四十四条の七 法第三百八条の二

第一項第二号及び第四号ニ、第三百

八条の六並びに第三百八条の二十

三第三項に規定する政令で定めるも

のは、次に掲げるものとする。 

一 金融商品取引法第百五十六条の

三十九第一項（紛争解決等業務を行

う者の指定）の規定による指定 

二 第四十四条の九各号に掲げる指

定 

 

 

（名称の使用制限の適用除外） 

第四十四条の九 法第三百八条の十

七に規定する政令で定めるものは、

次に掲げる指定のいずれかを受けた

者とする。 

一 無尽業法（昭和六年法律第四十

二号）第三十五条の二第一項（紛争

解決等業務を行う者の指定）の規定

による指定 

二 金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（昭和十八年法律第四十

三号）第十二条の二第一項（紛争解

決等業務を行う者の指定）の規定に

よる指定 

三 農業協同組合法第九十二条の六

第一項（指定紛争解決機関）の規定
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  四 役員のうちに、次のいずれか

に該当する者がないこと。 

   イ 成年被後見人若しくは被保

佐人又は外国の法令上これらと同様

に取り扱われている者 

   ロ 破産者で復権を得ないもの

又は外国の法令上これと同様に取り

扱われている者 

   ハ 禁錮以上の刑（これに相当

する外国の法令による刑を含む。）に

処せられ、その刑の執行を終わり、又

はその刑の執行を受けることがなくな

った日から五年を経過しない者 

   ニ 第三百八条の二十四第一項

の規定によりこの項の規定による指

定を取り消された場合若しくはこの法

律に相当する外国の法令の規定によ

り当該外国において受けている当該

指定に類する行政処分を取り消され

た場合において、その取消しの日前

一月以内にその法人の役員（外国の

法令上これと同様に取り扱われてい

る者を含む。ニにおいて同じ。）であっ

た者でその取消しの日から五年を経

過しない者又は他の法律の規定によ

る指定であって紛争解決等業務に相

当する業務に係るものとして政令で

定めるもの若しくは当該他の法律に

相当する外国の法令の規定により当

該外国において受けている当該政令

で定める指定に類する行政処分を取

り消された場合において、その取消し

の日前一月以内にその法人の役員

であった者でその取消しの日から五

年を経過しない者 

   ホ この法律若しくは弁護士法

又はこれらに相当する外国の法令の

規定に違反し、罰金の刑（これに相当

する外国の法令による刑を含む。）に

処せられ、その刑の執行を終わり、又

はその刑の執行を受けることがなくな

った日から五年を経過しない者 

  五 紛争解決等業務を的確に実

施するに足りる経理的及び技術的な

基礎を有すること。 

  六 役員又は職員の構成が紛争

解決等業務の公正な実施に支障を及

ぼすおそれがないものであること。 

  七 紛争解決等業務の実施に関

する規程（以下「業務規程」という。）

が法令に適合し、かつ、この法律の

定めるところにより紛争解決等業務を

公正かつ的確に実施するために十分

であると認められること。 

  八 次項の規定により意見を聴取

した結果、手続実施基本契約の解除

による指定 

四 水産業協同組合法第百二十一条

の六第一項（紛争解決等業務を行う

者の指定）の規定による指定 

五 中小企業等協同組合法第六十九

条の二第一項（紛争解決等業務を行

う者の指定）の規定による指定 

六 信用金庫法（昭和二十六年法律

第二百三十八号）第八十五条の四第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

七 長期信用銀行法第十六条の八第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

八 労働金庫法（昭和二十八年法律

第二百二十七号）第八十九条の五第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

九 銀行法第五十二条の六十二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十 貸金業法（昭和五十八年法律第

三十二号）第四十一条の三十九第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十一 農林中央金庫法（平成十三年

法律第九十三号）第九十五条の六第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

十二 信託業法第八十五条の二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十三 資金決済に関する法律（平成

二十一年法律第五十九号）第九十九

条第一項（紛争解決等業務を行う者

の指定）の規定による指定 
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に関する事項その他の手続実施基本

契約の内容（第三百八条の七第二項

各号に掲げる事項を除く。）その他の

業務規程の内容（同条第三項の規定

によりその内容とするものでなければ

ならないこととされる事項並びに同条

第四項各号及び第五項第一号に掲

げる基準に適合するために必要な事

項を除く。）について異議（合理的な

理由が付されたものに限る。）を述べ

た保険業関係業者の数の保険業関

係業者の総数に占める割合が政令で

定める割合以下の割合となったこと。 

 ２ 前項の申請をしようとする者は、

あらかじめ、内閣府令で定めるところ

により、保険業関係業者に対し、業務

規程の内容を説明し、これについて

異議がないかどうかの意見（異議が

ある場合には、その理由を含む。）を

聴取し、及びその結果を記載した書

類を作成しなければならない。 

 ３ 内閣総理大臣は、第一項の規定

による指定をしようとするときは、同項

第五号から第七号までに掲げる要件

（紛争解決手続の業務に係る部分に

限り、同号に掲げる要件にあっては、

第三百八条の七第四項各号及び第

五項各号に掲げる基準に係るものに

限る。）に該当していることについて、

あらかじめ、法務大臣に協議しなけれ

ばならない。 

 ４ 第一項の規定による指定は、紛

争解決等業務の種別ごとに行うもの

とし、同項第八号の割合は、当該紛

争解決等業務の種別ごとに算定する

ものとする。 

 ５ 内閣総理大臣は、第一項の規定

による指定をしたときは、指定紛争解

決機関の商号又は名称及び主たる

営業所又は事務所の所在地、当該指

定に係る紛争解決等業務の種別並

びに当該指定をした日を官報で告示

しなければならない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（異議を述べた保険業関係業者の数

の保険業関係業者の総数に占める

割合） 

第四十四条の八法 第三百八条の二

第一項第八号に規定する政令で定め

る割合は、三分の一とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（割合の算定） 

第二百三十九条の二 法第三百八条

の二第一項第八号の割合の算定は、

同項の申請をしようとする者に対して

業務規程（同項第七号に規定する業

務規程をいう。以下同じ。）の内容に

ついての異議の有無並びに異議があ

る場合にはその内容及び理由を記載

した書面（次条において「意見書」とい

う。）を提出して手続実施基本契約の

解除に関する事項その他の手続実施

基本契約の内容（法第三百八条の七

第二項各号に掲げる事項を除く。）そ

の他の業務規程の内容（法第三百八

条の七第三項の規定によりその内容

とするものでなければならないことと

される事項並びに同条第四項各号及

び第五項第一号に掲げる基準に適合

するために必要な事項を除く。）につ

いて異議（合理的な理由が付された

ものに限る。）を述べた法第二条第四

十二項に規定する保険業関係業者

（当該申請により法第三百八条の二

第一項の規定による指定を受けよう

とする紛争解決等業務の種別に係る

ものに限る。以下単に「保険業関係業

者」という。）の数を当該申請をしよう

とする者が次条第一項第二号に規定

する業務規程等を交付し、又は送付

した日（二以上の日にわたって交付

し、又は送付した場合には、最も遅い

日。第二百三十九条の四において同

じ。）に金融庁長官により公表されて

いる保険業関係業者（次条及び第二

百三十九条の五第二項において「す

べての保険業関係業者」という。）の

数で除して行うものとする。 

 

（保険業関係業者に対する意見聴取

等） 

第二百三十九条の三 法第三百八条

の二第一項の申請をしようとする者

は、同条第二項の規定により、保険

業関係業者に対し、業務規程の内容

を説明し、これについて異議がないか

どうかの意見（異議がある場合には、

その理由を含む。）を聴取する場合に

は、次に定めるところにより、説明会
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を開催してしなければならない。 

一 説明会を開催する日時及び場所

は、すべての保険業関係業者の参集

の便を考慮して定めること。 

二 当該申請をしようとする者は、す

べての保険業関係業者に対し、説明

会の開催日（二以上の説明会を開催

する場合には、その最初の説明会の

開催日）の二週間前までに、次に掲

げる事項を記載した書面及び業務規

程（次条及び第二百三十九条の五第

二項において「業務規程等」という。）

を交付し、又は送付すること。 

イ 当該申請をしようとする者の商号

又は名称、主たる営業所又は事務所

の所在地及び電話番号その他の連

絡先 

ロ 説明会の開催年月日時及び場所

ハ 保険業関係業者は当該申請をし

ようとする者に対し説明会の開催日

（二以上の説明会を開催する場合に

は、その最後の説明会の開催日）か

ら一定の期間内に意見書を提出しな

ければならない旨 

三 前号ハの一定の期間が、二週間

を下らないものであること。 

２ 法第三百八条の二第二項に規定

する結果を記載した書類には、次に

掲げる事項のすべてを記載しなけれ

ばならない。 

一 すべての説明会の開催年月日時

及び場所 

二 すべての保険業関係業者の説明

会への出席の有無 

三 すべての保険業関係業者の意見

書の提出の有無 

四 提出を受けた意見書における異

議の記載の有無 

五 提出を受けた意見書に法第三百

八条の二第一項第八号に規定する

異議に該当しない異議の記載がある

場合には、その旨及び同号に規定す

る異議に該当しないと判断した理由 

３ 前項の書類には、保険業関係業

者から提出を受けたすべての意見書

を添付するものとする。 

 

（指定の申請） 

 第三百八条の三 前条第一項の規

定による指定を受けようとする者は、

次に掲げる事項を記載した指定申請

書を内閣総理大臣に提出しなければ

ならない。 

  一 指定を受けようとする紛争解

決等業務の種別 

  二 商号又は名称 

 （指定申請書の提出） 

第二百三十九条の四 法第三百八条

の三第一項の指定申請書は、業務規

程等を交付し、又は送付した日から

起算して三月以内に提出しなければ

ならない。 

 

（指定申請書の添付書類） 

第二百三十九条の五 法第三百八条
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  三 主たる営業所又は事務所その

他紛争解決等業務を行う営業所又は

事務所の名称及び所在地 

  四 役員の氏名又は商号若しくは

名称 

 ２ 前項の指定申請書には、次に掲

げる書類を添付しなければならない。 

  一 前条第一項第三号及び第四

号に掲げる要件に該当することを誓

約する書面 

  二 定款及び法人の登記事項証

明書（これらに準ずるものを含む。） 

  三 業務規程 

  四 組織に関する事項を記載した

書類 

  五 財産目録、貸借対照表その他

の紛争解決等業務を行うために必要

な経理的な基礎を有することを明らか

にする書類であって内閣府令で定め

るもの 

  六 前条第二項に規定する書類そ

の他同条第一項第八号に掲げる要

件に該当することを証する書類として

内閣府令で定めるもの 

  七 前各号に掲げるもののほか、

内閣府令で定める書類 

 ３ 前項の場合において、定款、財

産目録又は貸借対照表が電磁的記

録で作成されているときは、書類に代

えて当該電磁的記録を添付すること

ができる。 

の三第二項第五号に規定する内閣

府令で定めるものは、次に掲げる書

類とする。 

一 法第三百八条の二第一項の申請

の日の属する事業年度の直前の事

業年度の貸借対照表、収支計算書若

しくは損益計算書及び当該事業年度

末の財産目録又はこれらに準ずるも

の（同項の規定による指定を受けよう

とする者（第三項において「申請者」と

いう。）が当該申請の日の属する事業

年度に設立された法人（同条第一項

第一号に規定する法人をいう。第二

百三十九条の十一第三項第三号に

おいて同じ。）である場合には、その

設立時における財産目録又はこれに

準ずるもの） 

二 法第三百八条の二第一項の規定

による指定後における収支の見込み

を記載した書類 

２ 法第三百八条の三第二項第六号

に規定する内閣府令で定めるもの

は、次に掲げる書類とする。 

一 第二百三十九条の三第一項第二

号の規定によりすべての保険業関係

業者に対して交付し、又は送付した

業務規程等 

二 すべての保険業関係業者に対し

て業務規程等を交付し、又は送付し

た年月日及び方法を証する書類 

三 保険業関係業者に対して業務規

程等を送付した場合には、当該保険

業関係業者に対する業務規程等の

到達の有無及び到達に係る事実とし

て、次のイ又はロに掲げる場合の区

分に応じ、当該イ又はロに定める事

項を証する書類 

イ 到達した場合到達した年月日 

ロ 到達しなかった場合通常の送付

方法によって到達しなかった原因 

３ 法第三百八条の三第二項第七号

に規定する内閣府令で定める書類

は、次に掲げる書類とする。 

一 申請者の総株主等の議決権（申

請者の総株主、総社員、総会員、総

組合員又は総出資者の議決権をい

う。次号において同じ。）の百分の五

以上の議決権を保有している者の氏

名又は商号若しくは名称、住所又は

主たる営業所若しくは事務所の所在

地及びその保有する議決権の数を記

載した書面 

二 申請者の親法人（申請者の総株

主等の議決権の過半数を保有してい

る法人その他の団体をいう。）及び子

法人（申請者が総株主、総社員、総



12 

会員、総組合員又は総出資者の議決

権の過半数を保有している法人その

他の団体をいう。）の商号又は名称、

主たる営業所又は事務所の所在地

及び事業の内容を記載した書面 

三 役員（役員が法人であるときは、

その職務を行うべき者を含む。以下こ

の項、第二百三十九条の八及び第二

百三十九条の九において同じ。）の住

民票の抄本（役員が日本の国籍を有

しない場合には、外国人登録原票の

記載事項証明書）又はこれに代わる

書面（役員が法人である場合には、

当該役員の登記事項証明書） 

四 役員が法第三百八条の二第一項

第四号イ及びロに該当しない旨の官

公署の証明書（役員が日本の国籍を

有しない場合には、同号イ及びロに

該当しない者であることを当該役員

が誓約する書面） 

五 役員の履歴書（役員が法人であ

る場合には、当該役員の沿革を記載

した書面） 

六 紛争解決委員（法第三百八条の

四第一項に規定する紛争解決委員を

いう。第二百三十九条の十二第二項

第三号において同じ。）の候補者並び

に紛争解決等業務に関する知識及び

経験を有する役員及び職員（以下こ

の号及び次号並びに第二百三十九

条の十四において「役員等」という。）

の確保の状況並びに当該役員等の

配置の状況を記載した書面 

七 役員等が、暴力団員等（法第三

百八条の九に規定する暴力団員等を

いう。第二百三十九条の十四第一項

第二号において同じ。）でないことを

当該役員等が誓約する書面 

八その他参考となるべき事項を記載

した書類 

（秘密保持義務等） 

 第三百八条の四 指定紛争解決機

関の紛争解決委員（第三百八条の十

三第二項の規定により選任された紛

争解決委員をいう。次項、次条第二

項並びに第三百八条の七第二項及

び第四項において同じ。）若しくは役

員若しくは職員又はこれらの職にあっ

た者は、紛争解決等業務に関して知

り得た秘密を漏らし、又は自己の利

益のために使用してはならない。 

 ２ 指定紛争解決機関の紛争解決

委員又は役員若しくは職員で紛争解

決等業務に従事する者は、刑法その

他の罰則の適用については、法令に

より公務に従事する職員とみなす。 
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 第二章 業務 

  （指定紛争解決機関の業務） 

 第三百八条の五 指定紛争解決機

関は、この法律及び業務規程の定め

るところにより、紛争解決等業務を行

うものとする。 

 ２ 指定紛争解決機関（紛争解決委

員を含む。）は、当事者である加入保

険業関係業者（手続実施基本契約を

締結した相手方である保険業関係業

者をいう。以下この編において同じ。）

若しくはその顧客（顧客以外の保険

契約者等を含む。以下この編におい

て同じ。）又はこれらの者以外の者と

の手続実施基本契約その他の契約

で定めるところにより、紛争解決等業

務を行うことに関し、負担金又は料金

その他の報酬を受けることができる。 

  

（苦情処理手続又は紛争解決手続の

業務の委託） 

 第三百八条の六 指定紛争解決機

関は、他の指定紛争解決機関又は他

の法律の規定による指定であって紛

争解決等業務に相当する業務に係る

ものとして政令で定めるものを受けた

者（第三百八条の十三第四項及び第

五項において「受託紛争解決機関」と

いう。）以外の者に対して、苦情処理

手続又は紛争解決手続の業務を委

託してはならない。 

（紛争解決等業務に相当する業務に

係る他の法律の規定による指定） 

第四十四条の七 法第三百八条の二

第一項第二号及び第四号ニ、第三百

八条の六並びに第三百八条の二十

三第三項に規定する政令で定めるも

のは、次に掲げるものとする。 

一 金融商品取引法第百五十六条の

三十九第一項（紛争解決等業務を行

う者の指定）の規定による指定 

二 第四十四条の九各号に掲げる指

定 

 

（名称の使用制限の適用除外） 

第四十四条の九 法第三百八条の十

七に規定する政令で定めるものは、

次に掲げる指定のいずれかを受けた

者とする。 

一 無尽業法（昭和六年法律第四十

二号）第三十五条の二第一項（紛争

解決等業務を行う者の指定）の規定

による指定 

二 金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（昭和十八年法律第四十

三号）第十二条の二第一項（紛争解

決等業務を行う者の指定）の規定に

よる指定 

三 農業協同組合法第九十二条の六

第一項（指定紛争解決機関）の規定

による指定 

四 水産業協同組合法第百二十一条

の六第一項（紛争解決等業務を行う

者の指定）の規定による指定 

五 中小企業等協同組合法第六十九

条の二第一項（紛争解決等業務を行

う者の指定）の規定による指定 

六 信用金庫法（昭和二十六年法律

第二百三十八号）第八十五条の四第
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一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

七 長期信用銀行法第十六条の八第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

八 労働金庫法（昭和二十八年法律

第二百二十七号）第八十九条の五第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

九 銀行法第五十二条の六十二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十 貸金業法（昭和五十八年法律第

三十二号）第四十一条の三十九第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十一 農林中央金庫法（平成十三年

法律第九十三号）第九十五条の六第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

十二 信託業法第八十五条の二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十三 資金決済に関する法律（平成

二十一年法律第五十九号）第九十九

条第一項（紛争解決等業務を行う者

の指定）の規定による指定 

（業務規程） 

 第三百八条の七 指定紛争解決機

関は、次に掲げる事項に関する業務

規程を定めなければならない。 

  一 手続実施基本契約の内容に

関する事項 

  二 手続実施基本契約の締結に

関する事項 

  三 紛争解決等業務の実施に関

する事項 

  四 紛争解決等業務に要する費

用について加入保険業関係業者が

負担する負担金に関する事項 

  五 当事者である加入保険業関係

業者又はその顧客（以下この編にお

いて単に「当事者」という。）から紛争

解決等業務の実施に関する料金を徴

収する場合にあっては、当該料金に

関する事項 

  六 他の指定紛争解決機関その

他相談、苦情の処理又は紛争の解決

を実施する国の機関、地方公共団

体、民間事業者その他の者との連携

に関する事項 

  七 紛争解決等業務に関する苦

情の処理に関する事項 

  八 前各号に掲げるもののほか、

紛争解決等業務の実施に必要な事

項として内閣府令で定めるもの 

 （業務規程で定めるべき事項） 

第二百三十九条の六 法第三百八条

の七第一項第八号に規定する内閣

府令で定めるものは、次に掲げる事

項とする。 

一 紛争解決等業務を行う時間及び

休日に関する事項 

二 営業所又は事務所の名称及び所

在地並びにその営業所又は事務所

が紛争解決等業務を行う区域に関す

る事項 

三 紛争解決等業務を行う職員の監

督体制に関する事項 

四 苦情処理手続又は紛争解決手続

の業務を委託する場合には、その委

託に関する事項 

五 その他紛争解決等業務に関し必

要な事項 

 

（手続実施基本契約の内容） 

第二百三十九条の七 法第三百八条

の七第二項第十一号に規定する内

閣府令で定める事項は、指定紛争解

決機関は、当事者である加入保険業

関係業者（法第三百八条の五第二項

に規定する加入保険業関係業者をい

う。以下同じ。）の顧客（法第三百八

条の五第二項に規定する顧客をい

う。第二百三十九条の十第一項、第
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 ２ 前項第一号の手続実施基本契

約は、次に掲げる事項を内容とするも

のでなければならない。 

  一 指定紛争解決機関は、加入保

険業関係業者の顧客からの保険業

務等関連苦情の解決の申立て又は

当事者からの紛争解決手続の申立て

に基づき苦情処理手続又は紛争解

決手続を開始すること。 

  二 指定紛争解決機関又は紛争

解決委員は、苦情処理手続を開始

し、又は加入保険業関係業者の顧客

からの申立てに基づき紛争解決手続

を開始した場合において、加入保険

業関係業者にこれらの手続に応じる

よう求めることができ、当該加入保険

業関係業者は、その求めがあったと

きは、正当な理由がないのに、これを

拒んではならないこと。 

  三 指定紛争解決機関又は紛争

解決委員は、苦情処理手続又は紛争

解決手続において、加入保険業関係

業者に対し、報告又は帳簿書類その

他の物件の提出を求めることができ、

当該加入保険業関係業者は、その求

めがあったときは、正当な理由がない

のに、これを拒んではならないこと。 

  四 紛争解決委員は、紛争解決手

続において、保険業務等関連紛争の

解決に必要な和解案を作成し、当事

者に対し、その受諾を勧告することが

できること。 

  五 紛争解決委員は、紛争解決手

続において、前号の和解案の受諾の

勧告によっては当事者間に和解が成

立する見込みがない場合において、

事案の性質、当事者の意向、当事者

の手続追行の状況その他の事情に

照らして相当であると認めるときは、

保険業務等関連紛争の解決のため

に必要な特別調停案を作成し、理由

を付して当事者に提示することができ

ること。 

  六 加入保険業関係業者は、訴訟

が係属している請求を目的とする紛

争解決手続が開始された場合には、

当該訴訟が係属している旨、当該訴

訟における請求の理由及び当該訴訟

の程度を指定紛争解決機関に報告し

なければならないこと。 

  七 加入保険業関係業者は、紛争

解決手続の目的となった請求に係る

訴訟が提起された場合には、当該訴

訟が提起された旨及び当該訴訟にお

ける請求の理由を指定紛争解決機関

に報告しなければならないこと。 

二百三十九条の十一第三項第三号

及び第二百三十九条の十二第一項

において同じ。）の申出があるとき

は、紛争解決手続における和解で定

められた義務の履行状況を調査し、

当該加入保険業関係業者に対して、

その義務の履行を勧告することがで

きることとする。 

 

（実質的支配者等） 

第二百三十九条の八 法第三百八条

の七第四項第三号に規定する指定

紛争解決機関の株式の所有、指定紛

争解決機関に対する融資その他の事

由を通じて指定紛争解決機関の事業

を実質的に支配し、又はその事業に

重要な影響を与える関係にあるもの

として内閣府令で定める者は、次に

掲げる者であって、事業上の関係に

照らして指定紛争解決機関の事業の

方針の決定を支配すること及びその

事業に重要な影響を与えることがで

きないことが明らかでないと認められ

る者とする。 

一 特定の者が自己の計算において

所有している議決権と当該特定の者

と出資、人事、資金、技術、取引等に

おいて緊密な関係があることにより当

該特定の者の意思と同一の内容の

議決権を行使すると認められる者及

び当該特定の者の意思と同一の内

容の議決権を行使することに同意し

ている者が所有している議決権とを

合わせて、指定紛争解決機関の議決

権の三分の一以上を占めている場合

（当該特定の者が自己の計算におい

て議決権を所有していない場合を含

む。）における当該特定の者 

二 指定紛争解決機関の役員又は役

員であった者 

三 指定紛争解決機関の役員の三親

等以内の親族 

四 前二号に掲げる者を代表者（法

人でない団体で代表者又は管理人の

定めのあるものの代表者又は管理人

を含む。次条第四号において同じ。）

とする者 

五 指定紛争解決機関の役員の三分

の一以上が役員若しくは使用人であ

る者又は役員若しくは使用人であっ

た者 

六 指定紛争解決機関との間で指定

紛争解決機関の事業の方針の決定

を支配する契約を締結している者 

七 指定紛争解決機関の資金調達額

（貸借対照表の負債の部に計上され
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  八 前二号に規定する場合のほ

か、加入保険業関係業者は、紛争解

決手続の目的となった請求に係る訴

訟に関し、当該訴訟の程度その他の

事項の報告を求められた場合には、

当該事項を指定紛争解決機関に報

告しなければならないこと。 

  九 加入保険業関係業者は、第六

号若しくは第七号の訴訟が裁判所に

係属しなくなった場合又はその訴訟

について裁判が確定した場合には、

その旨及びその内容を指定紛争解決

機関に報告しなければならないこと。 

  十 加入保険業関係業者は、その

顧客に対し指定紛争解決機関による

紛争解決等業務の実施について周

知するため、必要な情報の提供その

他の措置を講じなければならないこ

と。 

  十一 前各号に掲げるもののほ

か、保険業務等関連苦情の処理又は

保険業務等関連紛争の解決の促進

のために必要であるものとして内閣

府令で定める事項 

 ３ 第一項第二号の手続実施基本

契約の締結に関する事項に関する業

務規程は、保険業関係業者から手続

実施基本契約の締結の申込みがあ

った場合には、当該保険業関係業者

が手続実施基本契約に係る債務そ

の他の紛争解決等業務の実施に関

する義務を履行することが確実でな

いと見込まれるときを除き、これを拒

否してはならないことを内容とするも

のでなければならない。 

 ４ 第一項第三号に掲げる事項に

関する業務規程は、次に掲げる基準

に適合するものでなければならない。 

  一 苦情処理手続と紛争解決手

続との連携を確保するための措置が

講じられていること。 

  二 紛争解決委員の選任の方法

及び紛争解決委員が保険業務等関

連紛争の当事者と利害関係を有する

ことその他の紛争解決手続の公正な

実施を妨げるおそれがある事由があ

る場合において、当該紛争解決委員

を排除するための方法を定めている

こと。 

  三 指定紛争解決機関の実質的

支配者等（指定紛争解決機関の株式

の所有、指定紛争解決機関に対する

融資その他の事由を通じて指定紛争

解決機関の事業を実質的に支配し、

又はその事業に重要な影響を与える

関係にあるものとして内閣府令で定

ているものに限る。以下この号及び

次条第七号において同じ。）の総額の

三分の一以上について特定の者が

融資（債務の保証及び担保の提供を

含む。以下この号及び同条第七号に

おいて同じ。）を行っている場合（当該

特定の者と出資、人事、資金、技術、

取引等において緊密な関係のある者

が行う融資の額を合わせて資金調達

額の総額の三分の一以上となる場合

を含む。）における当該特定の者 

八 前各号に掲げる者のほか、指定

紛争解決機関の事業の方針の決定

を支配していることが推測される事実

が存在する者 

九 特定の者が前各号に掲げる者に

対して、前各号（第二号から第四号ま

でを除く。以下この号において同じ。）

に規定する前各号に掲げる者の指定

紛争解決機関に対する関係と同様の

関係を有する場合における当該特定

の者 

十 第一号から第八号までに掲げる

者が特定の者に対して、次条第一号

又は第五号から第八号までに規定す

る指定紛争解決機関の同条第一号

又は第五号から第八号までに掲げる

者に対する関係と同様の関係を有す

る場合における当該特定の者 

 

（子会社等） 

第二百三十九条の九 法第三百八条

の七第四項第三号に規定する指定

紛争解決機関が株式の所有その他

の事由を通じてその事業を実質的に

支配する関係にあるものとして内閣

府令で定める者は、次の各号に掲げ

る者であって、事業上の関係に照らし

て指定紛争解決機関が当該各号に

掲げる者の事業の方針の決定を支配

することができないことが明らかでな

いと認められる者とする。 

一 指定紛争解決機関が自己の計算

において所有している議決権と指定

紛争解決機関と出資、人事、資金、

技術、取引等において緊密な関係が

あることにより指定紛争解決機関の

意思と同一の内容の議決権を行使す

ると認められる者及び指定紛争解決

機関の意思と同一の内容の議決権を

行使することに同意している者が所

有している議決権とを合わせて、他の

法人又は法人でない団体で代表者又

は管理人の定めのあるもの（以下こ

の号及び第五号において「法人等」と

いう。）の議決権の三分の一以上を占
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める者をいう。）又は指定紛争解決機

関の子会社等（指定紛争解決機関が

株式の所有その他の事由を通じてそ

の事業を実質的に支配する関係にあ

るものとして内閣府令で定める者をい

う。）を保険業務等関連紛争の当事

者とする保険業務等関連紛争につい

て紛争解決手続の業務を行うこととし

ている指定紛争解決機関にあって

は、当該実質的支配者等若しくは当

該子会社等又は指定紛争解決機関

が紛争解決委員に対して不当な影響

を及ぼすことを排除するための措置

が講じられていること。 

  四 紛争解決委員が弁護士でな

い場合（司法書士法（昭和二十五年

法律第百九十七号）第三条第一項第

七号（業務）に規定する紛争について

行う紛争解決手続において、紛争解

決委員が同条第二項に規定する司

法書士である場合を除く。）において、

紛争解決手続の実施に当たり法令の

解釈適用に関し専門的知識を必要と

するときに、弁護士の助言を受けるこ

とができるようにするための措置を定

めていること。 

  五 紛争解決手続の実施に際して

行う通知について相当な方法を定め

ていること。 

  六 紛争解決手続の開始から終

了に至るまでの標準的な手続の進行

について定めていること。 

  七 加入保険業関係業者の顧客

が指定紛争解決機関に対し保険業務

等関連苦情の解決の申立てをする場

合又は保険業務等関連紛争の当事

者が指定紛争解決機関に対し紛争解

決手続の申立てをする場合の要件及

び方式を定めていること。 

  八 指定紛争解決機関が加入保

険業関係業者から紛争解決手続の

申立てを受けた場合において、保険

業務等関連紛争の他方の当事者とな

る当該加入保険業関係業者の顧客

に対し、速やかにその旨を通知すると

ともに、当該顧客がこれに応じて紛争

解決手続の実施を依頼するか否かを

確認するための手続を定めているこ

と。 

  九 指定紛争解決機関が加入保

険業関係業者の顧客から第七号の

紛争解決手続の申立てを受けた場合

において、保険業務等関連紛争の他

方の当事者となる当該加入保険業関

係業者に対し、速やかにその旨を通

知する手続を定めていること。 

めている場合（指定紛争解決機関が

自己の計算において議決権を所有し

ていない場合を含む。）における当該

他の法人等  

二 指定紛争解決機関の役員若しく

は指定紛争解決機関の使用人又は

これらであった者 

三 指定紛争解決機関の役員の三親

等以内の親族 

四 前二号に掲げる者を代表者とす

る者 

五 第二号に掲げる者が他の法人等

の役員である者の三分の一以上を占

めている場合における当該他の法人

等 

六 指定紛争解決機関が特定の者と

の間に当該特定の者の事業の方針

の決定を支配する契約を締結してい

る場合における当該特定の者 

七 特定の者の資金調達額の総額の

三分の一以上について指定紛争解

決機関が融資を行っている場合（指

定紛争解決機関と出資、人事、資

金、技術、取引等において緊密な関

係のある者が行う融資の額を合わせ

て資金調達額の総額の三分の一以

上となる場合を含む。）における当該

特定の者 

八 前各号に掲げる者のほか、指定

紛争解決機関が特定の者の事業の

方針の決定を支配していることが推

測される事実が存在する場合におけ

る当該特定の者 

九 前各号に掲げる者が特定の者に

対して、前各号（第二号から第四号ま

でを除く。以下この号において同じ。）

に規定する指定紛争解決機関の前

各号に掲げる者に対する関係と同様

の関係を有する場合における当該特

定の者 
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  十 紛争解決手続において提出さ

れた帳簿書類その他の物件の保管、

返還その他の取扱いの方法を定めて

いること。 

  十一 紛争解決手続において陳

述される意見又は提出され、若しくは

提示される帳簿書類その他の物件に

含まれる保険業務等関連紛争の当

事者又は第三者の秘密について、当

該秘密の性質に応じてこれを適切に

保持するための取扱いの方法を定め

ていること。第三百八条の十三第九

項に規定する手続実施記録に記載さ

れているこれらの秘密についても、同

様とする。 

  十二 保険業務等関連紛争の当

事者が紛争解決手続を終了させるた

めの要件及び方式を定めていること。 

  十三 紛争解決委員が紛争解決

手続によっては保険業務等関連紛争

の当事者間に和解が成立する見込

みがないと判断したときは、速やかに

当該紛争解決手続を終了し、その旨

を保険業務等関連紛争の当事者に

通知することを定めていること。 

  十四 指定紛争解決機関の紛争

解決委員、役員及び職員について、

これらの者が紛争解決等業務に関し

知り得た秘密を確実に保持するため

の措置を定めていること。 

 ５ 第一項第四号及び第五号に掲

げる事項に関する業務規程は、次に

掲げる基準に適合するものでなけれ

ばならない。 

  一 第一項第四号に規定する負

担金及び同項第五号に規定する料

金の額又は算定方法及び支払方法

（次号において「負担金額等」とい

う。）を定めていること。 

  二 負担金額等が著しく不当なも

のでないこと。 

 ６ 第二項第五号の「特別調停案」

とは、和解案であって、次に掲げる場

合を除き、加入保険業関係業者が受

諾しなければならないものをいう。 

  一 当事者である加入保険業関係

業者の顧客（以下この項において単

に「顧客」という。）が当該和解案を受

諾しないとき。 

  二 当該和解案の提示の時にお

いて当該紛争解決手続の目的となっ

た請求に係る訴訟が提起されていな

い場合において、顧客が当該和解案

を受諾したことを加入保険業関係業

者が知った日から一月を経過する日

までに当該請求に係る訴訟が提起さ
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れ、かつ、同日までに当該訴訟が取

り下げられないとき。 

  三 当該和解案の提示の時にお

いて当該紛争解決手続の目的となっ

た請求に係る訴訟が提起されている

場合において、顧客が当該和解案を

受諾したことを加入保険業関係業者

が知った日から一月を経過する日ま

でに当該訴訟が取り下げられないと

き。 

  四 顧客が当該和解案を受諾した

ことを加入保険業関係業者が知った

日から一月を経過する日までに、当

該紛争解決手続が行われている保険

業務等関連紛争について、当事者間

において仲裁法（平成十五年法律第

百三十八号）第二条第一項（定義）に

規定する仲裁合意がされ、又は当該

和解案によらずに和解若しくは調停

が成立したとき。 

 ７ 業務規程の変更は、内閣総理大

臣の認可を受けなければ、その効力

を生じない。 

 ８ 内閣総理大臣は、前項の規定に

よる認可をしようとするときは、当該

認可に係る業務規程が第四項各号

及び第五項各号に掲げる基準（紛争

解決手続の業務に係る部分に限

る。）に適合していることについて、あ

らかじめ、法務大臣に協議しなけれ

ばならない。 

（手続実施基本契約の不履行の事実

の公表等） 

 第三百八条の八 指定紛争解決機

関は、手続実施基本契約により加入

保険業関係業者が負担する義務の

不履行が生じた場合において、当該

加入保険業関係業者の意見を聴取

し、当該不履行につき正当な理由が

ないと認めるときは、遅滞なく、当該

加入保険業関係業者の商号、名称又

は氏名及び当該不履行の事実を公

表するとともに、内閣総理大臣に報告

しなければならない。 

 ２ 指定紛争解決機関は、保険業務

等関連苦情及び保険業務等関連紛

争を未然に防止し、並びに保険業務

等関連苦情の処理及び保険業務等

関連紛争の解決を促進するため、加

入保険業関係業者その他の者に対

し、情報の提供、相談その他の援助

を行うよう努めなければならない。 

  

（暴力団員等の使用の禁止） 

 第三百八条の九 指定紛争解決機

関は、暴力団員等（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律第
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二条第六号（定義）に規定する暴力

団員（以下この条において「暴力団

員」という。）又は暴力団員でなくなっ

た日から五年を経過しない者をい

う。）を紛争解決等業務に従事させ、

又は紛争解決等業務の補助者として

使用してはならない。 

（差別的取扱いの禁止） 

 第三百八条の十 指定紛争解決機

関は、特定の加入保険業関係業者に

対し不当な差別的取扱いをしてはな

らない。 

  

 （記録の保存） 

 第三百八条の十一 指定紛争解決

機関は、第三百八条の十三第九項の

規定によるもののほか、内閣府令で

定めるところにより、紛争解決等業務

に関する記録を作成し、これを保存し

なければならない。 

 （苦情処理手続に関する記録の記載

事項等） 

第二百三十九条の十 法第三百八条

の十一の規定により、指定紛争解決

機関は、その実施した苦情処理手続

に関し、次に掲げる事項を記載した記

録を作成しなければならない。 

一 加入保険業関係業者の顧客が保

険業務等関連苦情（法第二条第三十

八項に規定する保険業務等関連苦

情をいう。次条第三項第三号におい

て同じ。）の解決の申立てをした年月

日及びその内容 

二 前号の申立てをした加入保険業

関係業者の顧客及びその代理人の

氏名、商号又は名称並びに当該加入

保険業関係業者の商号、名称又は氏

名 

三 苦情処理手続の実施の経緯 

四 苦情処理手続の結果（苦情処理

手続の終了の理由及びその年月日

を含む。） 

２ 指定紛争解決機関は、前項に規

定する事項を記載した記録を、その

実施した苦情処理手続が終了した日

から少なくとも五年間保存しなければ

ならない。 

（指定紛争解決機関による苦情処理

手続） 

 第三百八条の十二 指定紛争解決

機関は、加入保険業関係業者の顧客

から保険業務等関連苦情について解

決の申立てがあったときは、その相

談に応じ、当該顧客に必要な助言を

し、当該保険業務等関連苦情に係る

事情を調査するとともに、当該加入保

険業関係業者に対し、当該保険業務

等関連苦情の内容を通知してその迅

速な処理を求めなければならない。 

   

  

（指定紛争解決機関による紛争解決

手続） 

第三百八条の十三 加入保険業関係

業者に係る保険業務等関連紛争の

 （紛争解決委員の利害関係等） 

第二百三十九条の十一 法第三百八

条の十三第三項に規定する同条第

一項の申立てに係る法第三百八条の
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解決を図るため、当事者は、当該加

入保険業関係業者が手続実施基本

契約を締結した指定紛争解決機関に

対し、紛争解決手続の申立てをする

ことができる。 

 ２ 指定紛争解決機関は、前項の申

立てを受けたときは、紛争解決委員

を選任するものとする。 

 ３ 紛争解決委員は、人格が高潔で

識見の高い者であって、次の各号の

いずれかに該当する者（第一項の申

立てに係る当事者と利害関係を有す

る者を除く。）のうちから選任されるも

のとする。この場合において、紛争解

決委員のうち少なくとも一人は、第一

号又は第三号（当該申立てが司法書

士法第三条第一項第七号（業務）に

規定する紛争に係るものである場合

にあっては、第一号、第三号又は第

四号）のいずれかに該当する者でな

ければならない。 

  一 弁護士であってその職務に従

事した期間が通算して五年以上であ

る者 

  二 保険業務等に従事した期間が

通算して十年以上である者 

  三 消費生活に関する消費者と事

業者との間に生じた苦情に係る相談

その他の消費生活に関する事項につ

いて専門的な知識経験を有する者と

して内閣府令で定める者 

  四 当該申立てが司法書士法第

三条第一項第七号に規定する紛争に

係るものである場合にあっては、同条

第二項に規定する司法書士であって

同項に規定する簡裁訴訟代理等関

係業務に従事した期間が通算して五

年以上である者 

  五 前各号に掲げる者に準ずる者

として内閣府令で定める者 

 ４ 指定紛争解決機関は、第一項の

申立てを第二項の規定により選任し

た紛争解決委員（以下この条及び次

条第一項において単に「紛争解決委

員」という。）による紛争解決手続に付

するものとする。ただし、紛争解決委

員は、当該申立てに係る当事者であ

る加入保険業関係業者の顧客が当

該保険業務等関連紛争を適切に解

決するに足りる能力を有する者であ

ると認められることその他の事由によ

り紛争解決手続を行うのに適当でな

いと認めるとき、又は当事者が不当

な目的でみだりに第一項の申立てを

したと認めるときは、紛争解決手続を

実施しないものとし、紛争解決委員が

七第一項第五号に規定する当事者

（以下この項において単に「当事者」

という。）と利害関係を有する者とは、

次に掲げる者のいずれかに該当する

者とする。 

一 当事者の配偶者又は配偶者であ

った者 

二 当事者の四親等内の血族、三親

等内の姻族若しくは同居の親族又は

これらであった者 

三 当事者の後見人、後見監督人、

保佐人、保佐監督人、補助人又は補

助監督人 

四 当該申立てに係る保険業務等関

連紛争（法第二条第三十九項に規定

する保険業務等関連紛争をいう。次

条において同じ。）について当事者の

代理人若しくは補佐人又はこれらで

あった者 

五 当事者から役務の提供により収

入を得ている者又は得ないこととなっ

た日から三年を経過しない者 

２ 法第三百八条の十三第三項第三

号に規定する内閣府令で定める者

は、次に掲げるいずれかの資格を有

し、かつ、消費生活相談（消費者契約

法（平成十二年法律第六十一号）第

十三条第三項第五号イ（適格消費者

団体の認定）に規定する消費生活相

談をいう。）に応ずる業務に従事した

期間が通算して五年以上である者と

する。 

一 独立行政法人国民生活センター

が付与する消費生活専門相談員の

資格 

二 財団法人日本産業協会（大正七

年二月二十六日に財団法人国産奨

励会という名称で設立された法人を

いう。）が付与する消費生活アドバイ

ザーの資格 

三 財団法人日本消費者協会（昭和

三十六年九月五日に財団法人日本

消費者協会という名称で設立された

法人をいう。）が付与する消費生活コ

ンサルタントの資格 

３ 法第三百八条の十三第三項第五

号に規定する内閣府令で定める者

は、次に掲げる者とする。 

一 次に掲げる職の一又は二以上に

あってその年数が通算して五年以上

である者 

イ 判事 

ロ 判事補 

ハ 検事 

ニ 弁護士 

ホ 学校教育法（昭和二十二年法律
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当該申立てを受託紛争解決機関にお

ける紛争解決手続に相当する手続に

付することが適当と認めるときは、指

定紛争解決機関は、受託紛争解決機

関に紛争解決手続の業務を委託する

ものとする。 

 ５ 前項ただし書の規定により紛争

解決委員が紛争解決手続を実施しな

いこととしたとき、又は受託紛争解決

機関に業務を委託することとしたとき

は、指定紛争解決機関は、第一項の

申立てをした者に対し、その旨を理由

を付して通知するものとする。 

 ６ 紛争解決委員は、当事者若しく

は参考人から意見を聴取し、若しくは

報告書の提出を求め、又は当事者か

ら参考となるべき帳簿書類その他の

物件の提出を求め、和解案を作成し

て、その受諾を勧告し、又は特別調

停（第三百八条の七第六項に規定す

る特別調停案を提示することをい

う。）をすることができる。 

 ７ 紛争解決手続は、公開しない。

ただし、紛争解決委員は、当事者の

同意を得て、相当と認める者の傍聴

を許すことができる。 

 ８ 指定紛争解決機関は、紛争解決

手続の開始に先立ち、当事者である

加入保険業関係業者の顧客に対し、

内閣府令で定めるところにより、次に

掲げる事項について、これを記載した

書面を交付し、又はこれを記録した電

磁的記録を提供して説明をしなけれ

ばならない。 

  一 当該顧客が支払う料金に関す

る事項 

  二 第三百八条の七第四項第六

号に規定する紛争解決手続の開始

から終了に至るまでの標準的な手続

の進行 

  三 前二号に掲げるもののほか、

内閣府令で定める事項 

 ９ 指定紛争解決機関は、内閣府令

で定めるところにより、その実施した

紛争解決手続に関し、次に掲げる事

項を記載した手続実施記録を作成

し、保存しなければならない。 

  一 保険業務等関連紛争の当事

者が紛争解決手続の申立てをした年

月日 

  二 保険業務等関連紛争の当事

者及びその代理人の氏名、商号又は

名称 

  三 紛争解決委員の氏名 

  四 紛争解決手続の実施の経緯 

  五 紛争解決手続の結果（紛争解

第二十六号）による大学の学部、専

攻科又は大学院の法律学に属する

科目の教授又は准教授 

二 次に掲げる職の一又は二以上に

あってその年数が通算して五年以上

である者 

イ 公認会計士 

ロ 税理士 

ハ 学校教育法による大学の学部、

専攻科又は大学院の経済学又は商

学に属する科目の教授又は准教授 

三 保険業務等関連苦情を処理する

業務又は保険業務等関連苦情の処

理に関する業務を行う法人におい

て、顧客の保護を図るため必要な調

査、指導、勧告、規則の制定その他

の業務に従事した期間が通算して十

年以上である者 

四 金融庁長官が前三号に掲げる者

のいずれかに該当する者と同等以上

の知識及び経験を有すると認めた者 

 

（保険業務等関連紛争の当事者であ

る加入保険業関係業者の顧客に対

する説明） 

第二百三十九条の十二 指定紛争解

決機関は、法第三百八条の十三第八

項に規定する説明をするに当たり保

険業務等関連紛争の当事者である加

入保険業関係業者の顧客から書面

の交付を求められたときは、書面を交

付して説明をしなければならない。 

２ 法第三百八条の十三第八項第三

号に規定する内閣府令で定める事項

は、次に掲げる事項とする。 

一 紛争解決手続において陳述され

る意見若しくは提出され、若しくは提

示される資料に含まれ、又は法第三

百八条の十三第九項に規定する手

続実施記録（次条第一項において

「手続実施記録」という。）に記載され

ている保険業務等関連紛争の当事者

及び第三者の秘密の取扱いの方法 

二 保険業務等関連紛争の当事者が

紛争解決手続を終了させるための要

件及び方式 

三 紛争解決委員が紛争解決手続に

よっては保険業務等関連紛争の当事

者間に和解が成立する見込みがない

と判断したときは、速やかに当該紛争

解決手続を終了し、その旨を当該保

険業務等関連紛争の当事者に通知

すること。 

四 保険業務等関連紛争の当事者間

に和解が成立した場合に作成さ-れる

書面の有無及び書面が作成される場
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決手続の終了の理由及びその年月

日を含む。） 

  六 前各号に掲げるもののほか、

実施した紛争解決手続の内容を明ら

かにするために必要な事項であって

内閣府令で定めるもの 

合には作成者、通数その他当該書面

の作成に係る概要（手続実施記録の

保存及び作成） 

第二百三十九条の十三 指定紛争解

決機関は、手続実施記録を、その実

施した紛争解決手続が終了した日か

ら少なくとも十年間保存しなければな

らない。 

２ 法第三百八条の十三第九項第六

号に規定する内閣府令で定めるもの

は、次に掲げる事項とする。 

一 紛争解決手続の申立ての内容 

二 紛争解決手続において特別調停

案（法第三百八条の七第六項に規定

する特別調停案をいう。以下この号

において同じ。）が提示された場合に

は、当該特別調停案の内容及びその

提示の年月日 

三 紛争解決手続の結果が和解の成

立である場合には、当該和解の内容 

 

 （時効の中断） 

 第三百八条の十四 紛争解決手続

によっては保険業務等関連紛争の当

事者間に和解が成立する見込みがな

いことを理由に紛争解決委員が当該

紛争解決手続を終了した場合におい

て、当該紛争解決手続の申立てをし

た当該保険業務等関連紛争の当事

者がその旨の通知を受けた日から一

月以内に当該紛争解決手続の目的と

なった請求について訴えを提起したと

きは、時効の中断に関しては、当該

紛争解決手続における請求の時に、

訴えの提起があったものとみなす。 

 ２ 指定紛争解決機関の紛争解決

等業務の廃止が第三百八条の二十

三第一項の規定により認可され、又

は第三百八条の二第一項の規定に

よる指定が第三百八条の二十四第

一項の規定により取り消され、かつ、

その認可又は取消しの日に紛争解決

手続が実施されていた保険業務等関

連紛争がある場合において、当該紛

争解決手続の申立てをした当該保険

業務等関連紛争の当事者が第三百

八条の二十三第三項若しくは第三百

八条の二十四第四項の規定による通

知を受けた日又は当該認可若しくは

取消しを知った日のいずれか早い日

から一月以内に当該紛争解決手続

の目的となった請求について訴えを

提起したときも、前項と同様とする。 

 

  

 （訴訟手続の中止） 

 第三百八条の十五 保険業務等関
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連紛争について当該保険業務等関

連紛争の当事者間に訴訟が係属す

る場合において、次の各号のいずれ

かに掲げる事由があり、かつ、当該

保険業務等関連紛争の当事者の共

同の申立てがあるときは、受訴裁判

所は、四月以内の期間を定めて訴訟

手続を中止する旨の決定をすること

ができる。 

 一 当該保険業務等関連紛争につ

いて、当該保険業務等関連紛争の当

事者間において紛争解決手続が実

施されていること。 

 二 前号の場合のほか、当該保険

業務等関連紛争の当事者間に紛争

解決手続によって当該保険業務等関

連紛争の解決を図る旨の合意がある

こと。 

２ 受訴裁判所は、いつでも前項の決

定を取り消すことができる。 

３ 第一項の申立てを却下する決定

及び前項の規定により第一項の決定

を取り消す決定に対しては、不服を申

し立てることができない。 

（加入保険業関係業者の名簿の縦

覧） 

 第三百八条の十六 指定紛争解決

機関は、加入保険業関係業者の名簿

を公衆の縦覧に供しなければならな

い。 

  

（名称の使用制限） 

 第三百八条の十七 指定紛争解決

機関でない者（金融商品取引法第百

五十六条の三十九第一項（紛争解決

等業務を行う者の指定）の規定によ

る指定を受けた者その他これに類す

る者として政令で定めるものを除く。）

は、その名称又は商号中に指定紛争

解決機関であると誤認されるおそれ

のある文字を用いてはならない。 

（名称の使用制限の適用除外） 

第四十四条の九 法第三百八条の十

七に規定する政令で定めるものは、

次に掲げる指定のいずれかを受けた

者とする。 

一 無尽業法（昭和六年法律第四十

二号）第三十五条の二第一項（紛争

解決等業務を行う者の指定）の規定

による指定 

二 金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（昭和十八年法律第四十

三号）第十二条の二第一項（紛争解

決等業務を行う者の指定）の規定に

よる指定 

三 農業協同組合法第九十二条の六

第一項（指定紛争解決機関）の規定

による指定 

四 水産業協同組合法第百二十一条

の六第一項（紛争解決等業務を行う

者の指定）の規定による指定 

五 中小企業等協同組合法第六十九

条の二第一項（紛争解決等業務を行

う者の指定）の規定による指定 

六 信用金庫法（昭和二十六年法律

第二百三十八号）第八十五条の四第

一項（紛争解決等業務を行う者の指
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定）の規定による指定 

七 長期信用銀行法第十六条の八第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

八 労働金庫法（昭和二十八年法律

第二百二十七号）第八十九条の五第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

九 銀行法第五十二条の六十二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十 貸金業法（昭和五十八年法律第

三十二号）第四十一条の三十九第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十一 農林中央金庫法（平成十三年

法律第九十三号）第九十五条の六第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

十二 信託業法第八十五条の二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十三 資金決済に関する法律（平成

二十一年法律第五十九号）第九十九

条第一項（紛争解決等業務を行う者

の指定）の規定による指定 

第三章 監督 

  （変更の届出） 

 第三百八条の十八 指定紛争解決

機関は、第三百八条の三第一項第二

号から第四号までのいずれかに掲げ

る事項に変更があったときは、その旨

を内閣総理大臣に届け出なければな

らない。 

 ２ 内閣総理大臣は、前項の規定に

より指定紛争解決機関の商号若しく

は名称又は主たる営業所若しくは事

務所の所在地の変更の届出があった

ときは、その旨を官報で告示しなけれ

ばならない。 

  

 （手続実施基本契約の締結等の届

出） 

 第三百八条の十九 指定紛争解決

機関は、次の各号のいずれかに該当

するときは、内閣府令で定めるところ

により、その旨を内閣総理大臣に届

け出なければならない。 

  一 保険業関係業者と手続実施

基本契約を締結したとき、又は当該

手続実施基本契約を終了したとき。 

  二 前号に掲げるもののほか、内

閣府令で定めるとき。 

 （届出事項） 

第二百三十九条の十四 指定紛争解

決機関は、法第三百八条の十九の規

定による届出をしようとするときは、届

出書に理由書その他参考となるべき

事項（次の各号に掲げる場合にあっ

ては、当該各号に定める事項を含

む。）を記載した書類を添付して金融

庁長官に提出しなければならない。 

一 法第三百八条の十九第一号に掲

げる場合手続実施基本契約を締結

し、又は終了した年月日及び保険業

関係業者の商号、名称又は氏名 

二 次項第六号に掲げる場合指定紛

争解決機関の役員等となった者が暴

力団員等でないことの当該役員等と
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なった者による誓約 

三 次項第七号に掲げる場合保険業

関係業者が手続実施基本契約に係

る債務その他の紛争解決等業務の

実施に関する義務を履行することが

確実でないと見込まれる理由及び当

該保険業関係業者の商号、名称又は

氏名 

四 次項第八号又は第九号に掲げる

場合次に掲げる事項 

イ 行為が発生した営業所又は事務

所の名称 

ロ 行為をした役員等の氏名又は商

号若しくは名称及び役職名 

ハ 行為の概要 

ニ 改善策 

２ 法第三百八条の十九第二号に規

定する内閣府令で定めるときは、次

に掲げるときとする。 

一 定款又はこれに準ずる定めを変

更したとき。 

二 親法人（指定紛争解決機関の総

株主等の議決権（指定紛争解決機関

の総株主、総社員、総会員、総組合

員又は総出資者の議決権をいう。第

五号において同じ。）の過半数を保有

している法人その他の団体をいう。次

号において同じ。）又は子法人（指定

紛争解決機関が総株主、総社員、総

会員、総組合員又は総出資者の議決

権の過半数を保有している法人その

他の団体をいう。第四号において同

じ。）が商号若しくは名称、主たる営

業所若しくは事務所の所在地又は事

業の内容を変更したとき。 

三 親法人が親法人でなくなったと

き。 

四 子法人が子法人でなくなったと

き、又は子法人の議決権を取得し、

若しくは保有したとき。 

五 指定紛争解決機関の総株主等の

議決権の百分の五を超える議決権が

一の者により取得され、又は保有さ

れることとなったとき。 

六 法第三百八条の三第一項の指定

申請書を提出後、新たに指定紛争解

決機関の役員等となった者がいると

き。 

七 保険業関係業者から手続実施基

本契約の締結の申込みがあった場合

であって、当該申込みを拒否したと

き。 

八 指定紛争解決機関又はその業務

の委託先の役員等が紛争解決等業

務（業務の委託先にあっては、当該

指定紛争解決機関が委託する業務
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に係るものに限る。）を遂行するに際

して法令又は当該指定紛争解決機関

の業務規程に反する行為が発生した

事実を知ったとき。 

九 加入保険業関係業者又はその役

員等が指定紛争解決機関の業務規

程に反する行為を行った事実を知っ

たとき。 

３ 前項第八号又は第九号に該当す

るときの届出は、これらの規定に規定

する事実を指定紛争解決機関が知っ

た日から一月以内に行わなければな

らない。 

 

 （業務に関する報告書の提出） 

 第三百八条の二十 指定紛争解決

機関は、事業年度ごとに、当該事業

年度に係る紛争解決等業務に関する

報告書を作成し、内閣総理大臣に提

出しなければならない。 

 ２ 前項の報告書に関する記載事

項、提出期日その他必要な事項は、

内閣府令で定める。 

 （紛争解決等業務に関する報告書の

提出） 

第二百三十九条の十五 法第三百八

条の二十第一項の規定による指定紛

争解決機関が作成すべき紛争解決

等業務に関する報告書は、別紙様式

第二十八号により作成し、事業年度

経過後三月以内に金融庁長官に提

出しなければならない。 

２ 前項の報告書には、最終事業年

度に係る財産目録、貸借対照表及び

収支計算書若しくは損益計算書又は

これらに準ずるものを添付しなければ

ならない。 

３ 指定紛争解決機関は、やむを得な

い理由により第一項に規定する期間

内に同項の報告書の提出をすること

ができない場合には、あらかじめ金融

庁長官の承認を受けて、当該提出を

延期することができる。 

４ 指定紛争解決機関は、前項の規

定による承認を受けようとするとき

は、承認申請書に理由書を添付して

金融庁長官に提出しなければならな

い。 

５ 金融庁長官は、前項の規定による

承認の申請があったときは、当該申

請をした指定紛争解決機関が第三項

の規定による提出の延期をすること

についてやむを得ないと認められる

理由があるかどうかを審査するものと

する。 

 

（報告徴収及び立入検査） 

 第三百八条の二十一 内閣総理大

臣は、紛争解決等業務の公正かつ的

確な遂行のため必要があると認める

ときは、指定紛争解決機関に対し、そ

の業務に関し報告若しくは資料の提

出を命じ、又は当該職員に、指定紛

争解決機関の営業所若しくは事務所

その他の施設に立ち入らせ、当該指
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定紛争解決機関の業務の状況に関し

質問させ、若しくは帳簿書類その他の

物件を検査させることができる。 

 ２ 内閣総理大臣は、紛争解決等業

務の公正かつ的確な遂行のため特に

必要があると認めるときは、その必要

の限度において、指定紛争解決機関

の加入保険業関係業者若しくは当該

指定紛争解決機関から業務の委託を

受けた者に対し、当該指定紛争解決

機関の業務に関し参考となるべき報

告若しくは資料の提出を命じ、又は当

該職員に、これらの者の営業所若しく

は事務所その他の施設に立ち入ら

せ、当該指定紛争解決機関の業務の

状況に関し質問させ、若しくはこれら

の者の帳簿書類その他の物件を検

査させることができる。 

（業務改善命令） 

 第三百八条の二十二 内閣総理大

臣は、指定紛争解決機関の紛争解決

等業務の運営に関し、紛争解決等業

務の公正かつ的確な遂行を確保する

ため必要があると認めるときは、その

必要の限度において、当該指定紛争

解決機関に対して、その業務の運営

の改善に必要な措置を命ずることが

できる。 

 ２ 内閣総理大臣は、指定紛争解決

機関が次の各号のいずれかに該当

する場合において、前項の規定によ

る命令をしようとするときは、あらかじ

め、法務大臣に協議しなければなら

ない。 

  一 第三百八条の二第一項第五

号から第七号までに掲げる要件（紛

争解決手続の業務に係る部分に限

り、同号に掲げる要件にあっては、第

三百八条の七第四項各号及び第五

項各号に掲げる基準に係るものに限

る。以下この号において同じ。）に該

当しないこととなった場合又は第三百

八条の二第一項第五号から第七号ま

でに掲げる要件に該当しないこととな

るおそれがあると認められる場合 

  二 第三百八条の五、第三百八条

の六、第三百八条の九又は第三百八

条の十三の規定に違反した場合（そ

の違反行為が紛争解決手続の業務

に係るものである場合に限る。） 

  

（紛争解決等業務の休廃止） 

 第三百八条の二十三 指定紛争解

決機関は、紛争解決等業務の全部若

しくは一部の休止（次項に規定する理

由によるものを除く。）をし、又は廃止

をしようとするときは、内閣総理大臣

（紛争解決等業務に相当する業務に

係る他の法律の規定による指定） 

第四十四条の七 法第三百八条の二

第一項第二号及び第四号ニ、第三百

八条の六並びに第三百八条の二十

三第三項に規定する政令で定めるも

 



29 

の認可を受けなければならない。 

 ２ 指定紛争解決機関が、天災その

他のやむを得ない理由により紛争解

決等業務の全部又は一部の休止をし

た場合には、直ちにその旨を、理由を

付して内閣総理大臣に届け出なけれ

ばならない。指定紛争解決機関が当

該休止をした当該紛争解決等業務の

全部又は一部を再開するときも、同

様とする。 

 ３ 第一項の規定による休止若しく

は廃止の認可を受け、又は前項の休

止をした指定紛争解決機関は、当該

休止又は廃止の日から二週間以内

に、当該休止又は廃止の日に苦情処

理手続又は紛争解決手続（他の指定

紛争解決機関又は他の法律の規定

による指定であって紛争解決等業務

に相当する業務に係るものとして政

令で定めるものを受けた者（以下この

項において「委託紛争解決機関」とい

う。）から業務の委託を受けている場

合における当該委託に係る当該委託

紛争解決機関の苦情を処理する手続

又は紛争の解決を図る手続を含む。

次条第四項において同じ。）が実施さ

れていた当事者、当該当事者以外の

加入保険業関係業者及び他の指定

紛争解決機関に当該休止又は廃止

をした旨を通知しなければならない。

指定紛争解決機関が当該休止をした

当該紛争解決等業務の全部又は一

部を再開するときも、同様とする。 

のは、次に掲げるものとする。 

一 金融商品取引法第百五十六条の

三十九第一項（紛争解決等業務を行

う者の指定）の規定による指定 

二 第四十四条の九各号に掲げる指

定 

 

（名称の使用制限の適用除外） 

第四十四条の九 法第三百八条の十

七に規定する政令で定めるものは、

次に掲げる指定のいずれかを受けた

者とする。 

一 無尽業法（昭和六年法律第四十

二号）第三十五条の二第一項（紛争

解決等業務を行う者の指定）の規定

による指定 

二 金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（昭和十八年法律第四十

三号）第十二条の二第一項（紛争解

決等業務を行う者の指定）の規定に

よる指定 

三 農業協同組合法第九十二条の六

第一項（指定紛争解決機関）の規定

による指定 

四 水産業協同組合法第百二十一条

の六第一項（紛争解決等業務を行う

者の指定）の規定による指定 

五 中小企業等協同組合法第六十九

条の二第一項（紛争解決等業務を行

う者の指定）の規定による指定 

六 信用金庫法（昭和二十六年法律

第二百三十八号）第八十五条の四第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

七 長期信用銀行法第十六条の八第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

八 労働金庫法（昭和二十八年法律

第二百二十七号）第八十九条の五第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

九 銀行法第五十二条の六十二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十 貸金業法（昭和五十八年法律第

三十二号）第四十一条の三十九第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十一 農林中央金庫法（平成十三年

法律第九十三号）第九十五条の六第

一項（紛争解決等業務を行う者の指

定）の規定による指定 

十二 信託業法第八十五条の二第一

項（紛争解決等業務を行う者の指定）

の規定による指定 

十三 資金決済に関する法律（平成
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二十一年法律第五十九号）第九十九

条第一項（紛争解決等業務を行う者

の指定）の規定による指定 

（指定の取消し等） 

 第三百八条の二十四 内閣総理大

臣は、指定紛争解決機関が次の各号

のいずれかに該当するときは、第三

百八条の二第一項の規定による指定

を取り消し、又は六月以内の期間を

定めて、その業務の全部若しくは一

部の停止を命ずることができる。 

  一 第三百八条の二第一項第二

号から第七号までに掲げる要件に該

当しないこととなったとき、又は指定を

受けた時点において同項各号のいず

れかに該当していなかったことが判

明したとき。 

  二 不正の手段により第三百八条

の二第一項の規定による指定を受け

たとき。 

  三 法令又は法令に基づく処分に

違反したとき。 

 ２ 内閣総理大臣は、指定紛争解決

機関が次の各号のいずれかに該当

する場合において、前項の規定によ

る処分又は命令をしようとするとき

は、あらかじめ、法務大臣に協議しな

ければならない。 

  一 第三百八条の二第一項第五

号から第七号までに掲げる要件（紛

争解決手続の業務に係る部分に限

り、同号に掲げる要件にあっては、第

三百八条の七第四項各号及び第五

項各号に掲げる基準に係るものに限

る。以下この号において同じ。）に該

当しないこととなった場合又は第三百

八条の二第一項の規定による指定を

受けた時点において同項第五号から

第七号までに掲げる要件に該当して

いなかったことが判明した場合 

  二 第三百八条の五、第三百八条

の六、第三百八条の九又は第三百八

条の十三の規定に違反した場合（そ

の違反行為が紛争解決手続の業務

に係るものである場合に限る。） 

 ３ 内閣総理大臣は、第一項の規定

により第三百八条の二第一項の規定

による指定を取り消したときは、その

旨を官報で告示するものとする。 

 ４ 第一項の規定により第三百八条

の二第一項の規定による指定の取消

しの処分を受け、又はその業務の全

部若しくは一部の停止の命令を受け

た者は、当該処分又は命令の日から

二週間以内に、当該処分又は命令の

日に苦情処理手続又は紛争解決手
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続が実施されていた当事者、当該当

事者以外の加入保険業関係業者及

び他の指定紛争解決機関に当該処

分又は命令を受けた旨を通知しなけ

ればならない。 

 

 

 


